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無電柱化を取り巻く動向

参考１



つくば市無電柱化条例の概要
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「無電柱化の推進する市区町村長の会」 概要
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○ 平成２７年１０月２０日、無電柱化を推進するため「無電柱化を推進する市区町
村長の会」を発足。

１．目 的

積極的に政府や民間等との連携・協力を図り、無電柱化のより一層の推進により、安全で快

適な魅力ある地域社会と豊かな生活の形成に資することを目的として設立。

２．役員、会員

○会長：吉田 信解（本庄市長）

副会長：２名、幹事：１０名、顧問：３名

○会員（役員含む）：２８２名（H28.12.19現在）



代表理事 ：絹谷幸二 (日本芸術院会員/東京芸術大学名誉教授/大阪芸術大学教授)
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一般社団法人 無電柱化民間プロジェクト実行委員会

○ 平成２６年９月、無電柱化の推進について、民間の立場から応援するため「一般社団法
人無電柱化民間プロジェクト実行委員会」を発足。

主な活動実績

○ 平成２６年１１月

「１１月１０日 無電柱化の日」記念日制定発表会

（太田前国土交通大臣が出席）

○ 平成２６年１１月

フォトコンテスト「電柱が消えたら景色がいいで大賞」

（最優秀賞の写真）

※「上を向いて歩こう～無電柱化民間プロジェクト～」HPより
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NPO法人 電線のない街づくり支援ネットワーク

○ 平成１９年４月、電柱や電線の無い街づくりを行うすべての期間を支援するため「ＮＰＯ
法人電線のない街づくり支援ネットワーク」を発足。

１．目 的

NPOの活動を通して、日本の街を電柱や電線の無い、安全
安心で、美しい景観の街にするために、街づくりを行うすべ
ての機関（不動産・デベロッパー・行政等）を支援。

２．役員、会員

○ 理事長 ：高田 昇 (立命館大学教授) 等

３．主な活動実績

技術・ノウハウ面のコンサルティング、シンポジウム・セミナー

の開催等の活動を実施

○ 平成２８年 ６月 ２日

電柱の無い美しく安全なまちづくりフォーラムin札幌

○ 平成２８年 ６月２４日

電柱の無い美しく安全なまちづくりフォーラムin大阪

○ 平成２８年 ８月２６日

無電柱化セミナー～地方発！無電柱化を推進させる方法～in東京

○ 平成２９年 １月２５日

「無電柱化の推進に関する法律」成立記念シンポジウムin東京
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無電柱化推進展

主 催 ：一般社団法人日本能率協会
後 援 ：国土交通省、経済産業省、総務省、警察庁 他
協 賛 ：一般社団法人無電柱化民間プロジェクト実行委

員会、ＮＰＯ法人電線のない街づくり支援ネット
ワークセンター 他

○ 無電柱化に関連する製品、技術、サービス、先進的な取組みを一堂に展示・紹介する
ことで、無電柱化の推進に貢献することを目的に開催。

■開催概要

日 時 ：平成２８年７月２０日（水）～７月２２日（金）
場 所 ：東京ビッグサイト 東１ホール
参加者数 ：約２６００人

概 要 ：「無電柱化」に関する最新技術・製品・サービスに特化した国内唯一の展示会。地方自治
体・民間企業などの先進事例を講演会形式で発表。
○ 無電柱化推進セミナー

山下 前葛城市長（無電柱化を推進する市区町村長の会顧問）、
松原 東京大学大学院教授 他

○ 展示規模 ３８社・団体

（セミナーの状況） （展示の状況）
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「無電柱化の日シンポジウム」

■開催概要

日 時：平成２８年１１月１０日（木）１４：００～１７：００

場 所：ニッショーホール（日本消防会館）

参加者数：約４００名

第１部 基調講演

近藤 誠一 （元文化庁長官）

○無電柱化の推進には地域の取組、教育、市民活動が

重要、ＮＰＯ等が地域を評価することで競争が生まれる。

○この美しい街並みはあの時につくられたものだと感じる

ことができるよう、レガシーとして進める必要がある。

第２部 パネルディスカッション

コーディネーター
中村 秀明 （毎日新聞社 論説委員）

パネリスト
井熊 均 （(株)日本総合研究所 常務執行役員）
池上 三喜子（公益財団法人 市民防災研究所理事）
高田 昇 （NPO 電柱のない街づくり支援ﾈｯﾄﾜｰｸ 理事長）
吉田 信解 （埼玉県 本庄市長）

○国全体で進めるため、法制度化で新設電柱の禁止、
既存電柱の撤去を促進。

○成果を上げるため、用地買収や合意形成の難しい市
街地を避け、整備しやすい田舎で実施。必要性の高
い市街地で実施するためにも法制度化が重要。

○大型分譲地や新築の住宅地から無電柱化を義務化し
ていくべき。

○地域防災計画に明文化するべき。

○コスト削減は電線管理者で進めてきた技術開発をｵｰ
ﾙｼﾞｬﾊﾟﾝで取り組む必要がある。

○無電柱化による価値向上の投資という観点で、市町村
や民間事業者では投資のリスクをとる余裕がないため、
国によるサポートが必要。

○国の役割は費用と技術開発であり、地方の役割は計
画の明確化。

【基調講演の様子】 【パネルディスカッションの様子】
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